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2023 年５月 11 日 

各 位 

「公益財団法人十六地域振興財団の社会貢献活動の賛助を目的とした 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ」に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ１：案件の概要を簡潔に説明ください。  

 
Ａ１：株式会社十六フィナンシャルグループ（以下「十六フィナンシャルグループ」といいます。）

は、市場から自己株式 460,000 株（予定）を取得し、うち 350,000 株を信託口に割り当てます。

信託口は割り当てられた十六フィナンシャルグループの株式 350,000 株から発生する収益（主

に配当金）を、今後毎年、公益財団法人十六地域振興財団（以下「十六地域振興財団」といい

ます。）へ分配します。十六地域振興財団は分配された収益を、地元のイベントへの助成や地元

出身の学生への奨学金の支給などに充当し、地域社会に還元します。このように、十六フィナ

ンシャルグループの配当金が、十六地域振興財団を通じて地域社会へ還元される仕組みを構築

するものです。 

 

Ｑ２：公益財団法人十六地域振興財団は公益財団法人ですが、公益財団法人と一般財団法人は何が

異なりますか。 

 

Ａ２：一般財団法人のうち、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」に定められる

一定の条件を充足し、行政庁の認定を受けたものが「公益財団法人」です。公益財団法人は、

その認定に関しては、事業目的が公益事業を主たる目的であることに加え、理事や監事につい

て同一の団体と関係のある者の人数が 1/3 を超えないこと、公益認定の取消し処分を受けた場

合などに公益目的事業財産が他の公益法人もしくは国、地方公共団体へ帰属する旨を定款に定

めていることなどの条件を充足する必要があり、その運営に関しても透明性の確保の観点から、

事業計画や事業報告などの情報開示が求められます。また、行政庁は根拠法に基づき公益法人

の事業の適正な運営の確保のために監督を行います。公益財団法人は、公益目的の活動を一定

のガバナンスのもとで運営している団体であるとされます。 

詳しくは内閣府の「公益法人 information」をご参照ください。 

https://www.koeki-info.go.jp/index.html 
 
Ｑ３：十六地域振興財団の活動目的、これまでの活動内容を詳しく教えてください。 

 

Ａ３：十六地域振興財団の活動目的は、地方公共団体又は公共的な団体が主催し、後援し、又は、

協賛する地域の産業の振興発展、社会生活環境の整備、地域の文化・スポーツ・国際化等に関

する活動を支援し、もって地域社会の活性化に寄与すること、これからの岐阜県又は愛知県を

担う若者の教育機会を経済的側面から支援し、もって人材の育成に寄与すること、並びに、豊

かで潤いのある生活及び活力ある地域社会の実現に寄与する芸術･文化の振興及び支援を行う

ことです。このために十六地域振興財団では、「地域活性化活動支援事業」、「奨学金給付事業」、

「芸術・文化の振興及び支援活動事業」の３つの公益事業を行っています。「地域活性化活動支

援事業」として 2022 年度は、高島屋南地区第一種市街地再開発事業、ぎふ長良川の鵜飼おもて

なし SDGs 未来事業など 24 件、5,480 千円の助成を実施し、2023 年 3 月末までの累計助成実績

は 239,233 千円となりました。「奨学金給付事業」として 2022 年度は、岐阜県出身の 1 年生か

ら 4年生までの 40名の大学生に 15,400 千円の奨学金を給付し、これまでの累計給付実績は 214

名、306,400 千円となりました。「芸術・文化の振興及び支援活動事業」として 2022 年度は、「ク

ララザールじゅうろく音楽堂」で、地元出身の音楽家などによる主催公演を５回開催し、地域

住民の皆様に優れた音楽を提供いたしました。 

2023 年度についても、「地域活性化活動支援事業」として 5,000 千円、「奨学金給付事業」と

して 16,000 千円、「芸術・文化の振興及び支援活動事業」として 7,000 千円の助成を計画して

います。 

十六地域振興財団ホームページに記載されている定款、事業報告書などもご参照ください。 

https://www.juroku.co.jp/j-zaidan/ 
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Ｑ４：十六地域振興財団が行う社会貢献活動が、十六フィナンシャルグループの利益にどのように

結びつくのか詳しく教えてください。 

 

Ａ４：十六フィナンシャルグループは地方銀行である株式会社十六銀行（以下「十六銀行」といいま

す。）を主要な事業会社とする地域総合金融グループです。十六フィナンシャルグループの本社

および子会社 10 社の本社はすべて岐阜県岐阜市に所在し、全ての会社の主たる営業エリアは本

社所在地である岐阜県とその隣りの愛知県であり、当社グループの従業員 2,532 人の 99％がこ

の両県に居住しており、24,053 名の株主の 66％がこの両県の法人、個人です。十六フィナンシ

ャルグループの中核企業であります十六銀行についても、161 店舗の 98％にあたる 158 店舗が

この両県に所在し、６兆 2,813 億円の預金の 99％がこの両県のお客さまの預金であり、当社グ

ループの既存のお客さま、潜在的なお客さまのほとんどはこの両県に所在する企業、個人にな

ります。 

 こうしたことから十六フィナンシャルグループの経営理念は「お客さま・地域の成長と豊か

さの実現」を使命とし、持続可能な社会の実現に貢献していくために「ともに地域の未来を創

造し、ともに持続的な成長を遂げる総合金融グループ」を目指すとしています。地方銀行を中

心とした金融グループである以上、銀行の公共的な使命として、地域の発展に寄与することは

必須です。Ａ３に記載しております十六地域振興財団の活動目的、「地域社会の活性化に寄与す

る」こと、「人材の育成に寄与する」こと、「豊かで潤いのある生活及び活力ある地域社会の実

現に寄与する」ことは、そのまま十六フィナンシャルグループの経営理念と同一であり、十六

地域振興財団の社会貢献活動による持続的な地域の発展が、そのまま十六フィナンシャルグル

ープの持続的な企業価値の向上につながるものと考えております。 

 

Ｑ５：今回の自己株式の処分において、十六地域振興財団を処分先とせず、信託銀行に株式を信託

する理由は何ですか。 

 

Ａ５：Ａ２に記載したとおり、公益財団法人は一定のガバナンスが確保されたうえで認定されること

から、財団の意思決定は出捐企業や理事個人などの意向のみに左右される組織ではありません

が、今回処分する株式の議決権が、他の株主の利益に反しないよう、議決権を十六フィナンシ

ャルグループから分離する目的、および、十六地域振興財団としても、公益法人として保有株

式の議決権行使については慎重を期する必要があるという観点により、信託契約を付したうえ

で、本件の処分に係る自己株式については議決権を行使しない点を明白にするためです。 

 

Ｑ６：信託された株式の議決権の取り扱いどうなりますか。 

 

Ａ６：Ａ５に記載したとおり、本件にかかる自己株式の処分により信託銀行に信託する株式の議決権

は行使しない信託契約といたします。 

 

Ｑ７：自己株式を有利発行しなくても、従前どおりの寄付金を増額すればよいのではないですか。 

 

Ａ７：株式会社では、当期純利益を最大化することを目標とし、企業活動の意思決定を行います。十

六地域振興財団の公益活動は、十六フィナンシャルグループの経営理念に沿っており、十六地

域振興財団の公益活動を賛助することが直接十六フィナンシャルグループの企業価値向上に資

するものではありますが、十六フィナンシャルグループが、十六地域振興財団の運営資金とし

て寄付金を増額して拠出することは、当期純利益を減少させることから、短期的には株主利益

を減少させるため、株主と利益相反が発生します。一方で、自己株式を割り当て、その配当金

を原資として公益活動を行うこととする場合、経営陣の利益を増大させ配当を増額しようとす

る意思決定が、株主の利益となると同時に公益活動の拡大につながり、いずれにも利益が及ぶ

ことから、十六フィナンシャルグループの長期的な企業価値向上につながると考えます。 
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Ｑ８：5 月 11 日に発表している自己株式の取得について、その目的や効果を詳しく説明してくださ

い。 

 

Ａ８：当社では、株主還元と本自己株式の処分にかかる自己株式 350,000 株に充当するため市場から

460,000 株を取得します。本件にかかる株主総会の決議（2023 年 6 月 16 日）前に処分株式数を

超える自己株式を取得することにより、本自己株式の処分による株式の希薄化が回避されます。

なお、市場からの購入総数が処分予定株式数に満たなかった場合は、現在保有している自己株

式を充当いたしますのでご了承いただきたいと考えます。また、本自己株式の取得は 2023 年６

月 16 日開催の株主総会の本自己株式の処分にかかる特別決議の承認を条件とはしておりませ

ん。 

 

Ｑ９：自己株式の処分により株式が希薄化することについて、どのように考えますか。 

 

Ａ９：Ａ８に記載したように、本自己株式の処分にかかる自己株式は今回新たに市場から取得するも

のであり、処分先において当面売却されることはないことから、希薄化の懸念は回避できるも

のと考えます。 

 

Ｑ10：処分株数を 350,000 株とする理由はなんですか。 

 

Ａ10：本自己株式の処分は市場から 460,000 株を取得したうえで処分いたしますので、株式の希薄化

の懸念は回避されるものと考えています。これまでの十六地域振興財団の予算規模を考慮し、

活動地域に愛知県を加えることによる予算規模の拡大を加味したうえで、財団運営に必要とさ

れる運営費を賄える規模の配当金を受け取ることのできる株数としております。 

 

Ｑ11：十六フィナンシャルグループの連結決算の開示は、2022 年３月期以降しかありませんか。 

 

Ａ11： 十六フィナンシャルグループは 2021 年 10 月１日に十六銀行の単独株式移転により設立され

ました。このため、十六フィナンシャルグループとしての経営成績、財政状態は同日以降しかご

ざいませんが、連結される企業の範囲は十六銀行の連結決算から変わっておりませんので、十六

フィナンシャルグループの過去の業績は、十六銀行の連結決算から継続したものとして比較いた

だけます。十六銀行の連結決算から連続した業績を後記いたしますので参考にご覧ください。十

六銀行の連結決算から通算しますと、親会社株主に帰属する当期純利益は５期連続で増加してお

ります。1 株当たりの配当金も、2019 年３月期の 70 円から４期連続で増配し、2023 年３月期は

130 円としたうえで、自己株式の取得も実施し、総還元性向として 31.6％を還元しております。 

 

＜業績＞                                   （百万円：円） 

 2019年 3月期 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

連 結 経 常 収 益 104,380 106,860 111,346 117,350 112,685 

連 結 経 常 利 益 16,277 19,497 24,608 26,798 27,262 
親会社株主に帰属す

る 当 期 純 利 益 
10,658 12,862 14,722 17,191 18,630 

1 株 当 た り 連 結 

当 期 純 利 益 ( 円 ) 
285.29 344.22 393.93 460.45 505.78 

1 株当たり配当金（円） 70 80 90 120 130 
1 株 当 た り 連 結 

純 資 産 ( 円 ) 
9,477.85 9,368.09 10,424.05 10,799.17 10,626.43 

 

＜株価＞                                      （円） 

 2019年 3月期 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

始 値 2,823 2,290 1,865 2,213 2,160 

高 値 3,270 2,713 2,464 2,496 3,410 

安 値 2,120 1,446 1,681 1,896 2,072 

終 値 2,248 1,885 2,209 2,171 2,824 
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＜株主還元状況＞                               （百万円：％） 

 2019年 3月期 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

配 当 総 額 2,615 2,989 3,363 4,453 4,783 

配 当 性 向 24.5% 23.2% 22.8% 26.0% 25.7% 

自己株式取得額 ― ― ― 1,111 1,111 

総 還 元 性 向 24.5% 23.2% 22.8% 32.3% 31.6% 

＊配当性向、総還元性向は期中平均株式数にて算出しております。 

 
以上 

 


